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（訂正）「平成 22年 12月期 決算短信」の一部訂正について 
 
平成 23年 2月 14日に発表いたしました「平成 22年 12月期 決算短信」の記載内容の一部に誤りがあ

りましたので、下記のとおり訂正いたします。（訂正箇所は下線にて表示しております。） 
 

記 
《訂正箇所》 
 １．経営成績 
  (5) 継続企業の前提に関する重要事象等 
 
（訂正前） 

当社グループは、過年度より抜本的な経営体質の改善及び収益基盤の強化を継続実施しており、当連結会

計年度においては、その効果があらわれた結果、営業利益 1,463百万円、経常利益 1,140百万円、営業キャ
ッシュ・フロー1,162百万円を計上するに至っており、収益構造の改善及びキャッシュ・フローの安定化が
図られております。その一方で、取引金融機関に対する借入金の返済猶予の状況は継続しており、取引金融

機関によって期限の利益の確保が短期にとどまっている状況となっております。これにより、継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりました。 
そこで、当社グループは当該状況を解消するための対応策として、ますます収益構造及びキャッシュ・フ

ローを安定化すべく経営体質のさらなる改善を推し進めるとともに、それらを反映した中期事業計画を策定

し、これに基づく借入金返済計画について取引金融機関からの同意を得られるよう協議をしております。そ

の結果、大半の金融機関から返済計画に対する一定の同意が得られております。 
以上を踏まえ、収益構造及びキャッシュ・フローの安定化と取引金融機関からの一定の同意が得られてい

ること等を総合的に勘案した結果、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しており

ます。 
 
（訂正後） 

当社グループは、過年度より抜本的な経営体質の改善及び収益基盤の強化を継続実施しており、当連結会

計年度においては、その効果があらわれた結果、営業利益 1,463百万円、経常利益 1,140百万円、営業キャ
ッシュ・フロー1,162百万円を計上するに至っており、収益構造の改善及びキャッシュ・フローの安定化が
図られております。その一方で、取引金融機関に対する借入金の返済猶予の状況は継続しており、取引金融

機関によって期限の利益の確保が短期にとどまっている状況となっております。これにより、継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 
そこで、当社グループは当該状況を解消するための対応策として、ますます収益構造及びキャッシュ・フ

ローを安定化すべく経営体質のさらなる改善を推し進めるとともに、それらを反映した中期事業計画を策定

し、これに基づく借入金返済計画について取引金融機関からの同意を得られるよう協議をしております。そ

の結果、大半の金融機関から返済計画に対する一定の同意が得られております。 
以上を踏まえ、収益構造及びキャッシュ・フローの安定化と取引金融機関からの一定の同意が得られてい

ること等を総合的に勘案した結果、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しており

ます。 
 

以 上 


